
実績評価における基本政策・施策等一覧（平成２０～２３年度）
【別紙１】

達成目標 測定指標(目標値・達成時期） 参考指標

Ⅰ 金融機能の安定
の確保

１ 金融機関が健全に経営
されていること

(１) 金融機関を巡る状況の変化に
対応した、効果的・効率的な
オフサイト・モニタリングの
実施〔Ｐ１０〕

①
②

③

④
⑤
⑥
⑦
⑧

市場動向等の的確な把握と効果的な行政対応
効果的・効率的なオフサイト・モニタリングの
実施
グローバルに活動している金融機関に対する監
督
証券会社の連結規制・監督の導入等
金融機関のリスク管理の高度化
中小企業金融円滑化法の適切な運用
金融機能強化法の適切な運用
早期健全化法の適切な運用

金融機関の業務の健全かつ適切な
運営を確保すること

― ・各業態の健全性指標＜自己資本比率、不良債権
比率等＞
・公的資金の返済額
※　施策Ⅲ－２－(２)における各指標について、
必要に応じて参照する。

(２) 金融機関を巡る状況の変化に
対応した、効果的・効率的な
検査の実施〔Ｐ１３〕

①
②

内外の金融実態に応じた的確な金融検査の実施
ベター・レギュレーションに向けた検査運営の
実施

金融機関の業務の健全かつ適切な
運営を確保すること

・オフサイト検査モニターのアンケート結果（４
段階評価）のうち「１（最も評価が高い）」また
は「２（次に評価が高い）」と回答された割合
（前年度の水準を維持・22年度末）

・検査実施件数
・検査指摘内容
・各業態の健全性指標＜自己資本比率、不良債権
比率等＞
・中小企業及び住宅ローンの借り手等に対する貸
付条件の変更等の状況
・評定結果の分布状況

２ 金融システムの安定が
確保されていること

(１) 預金等定額保護下における円
滑な破綻処理のための態勢整
備及びシステミックリスクの
未然防止〔Ｐ１４〕

①
②

預金保険制度の周知及び適切な運用
円滑な破綻処理のための態勢整備

預金等定額保護下における円滑な
破綻処理のための態勢整備及びシ
ステミックリスクの未然防止が図
られること

・アンケート調査等による預金保険制度の国民の
認知度（前年度実績を維持・22年度末）
　※金融広報中央委員会「家計の金融行動に関す
る世論調査」
・名寄せデータの精度の維持・向上の状況（前年
度を維持・22年度末）

・りそなグループの経営健全化計画の履行状況報
告のフォローアップ・公表等の状況
・名寄せ検査の実施件数

(２) 国際的な金融監督のルール策
定等への貢献〔Ｐ１５〕

①

②
③

国際金融監督機関における国際的なルール策定
等への積極的な貢献等
海外監督当局との連携強化等
マネー・ローンダリング対策及びテロ資金対策
の国際的取組みへの貢献

国際的な金融監督のルール策定等
へ積極的に参加することを通じて
国際金融システムの安定と発展に
資すること

― ・金融庁が参画している各国際金融監督機関等に
おける基準・指針等の策定状況
・各国際金融監督機関等の主催会議への出席状況

(３) アジア域内の金融・資本市場
の整備への協力、及び他のア
ジア諸国での我が国企業の展
開を支え、自らも展開する金
融業の支援〔Ｐ１７〕

①

②

金融協議等を通じたアジア諸国における金融・
資本市場や金融業の一層の開放に向けた政策協
調の推進
新興市場国の金融行政担当者を対象とした研修
事業の実施

アジア域内の金融・資本市場の整
備が図られるとともに、他のアジ
ア諸国で事業を行う企業への適切
な金融サービスの提供及び他のア
ジア諸国での我が国金融機関の事
業展開が図られること

― ・金融協議の開催状況
・研修事業の実施実績

Ⅱ 預金者、保険契
約者、投資者等
の保護

１ 金融サービスの利用者
（預金者・保険契約
者・投資者等）が安心
してそのサービスを利
用できること

(１) 金融実態に即した利用者保護
ルール等の整備・徹底
〔Ｐ１９〕

①
②
③
④

⑤
⑥

投資家保護の確保
改正貸金業法の適切かつ円滑な施行等
共済事業の規制のあり方に係る検討等
金融分野における裁判外紛争解決制度（金融Ａ
ＤＲ）の円滑な施行
振り込め詐欺への的確な対応
偽造キャッシュカード等による被害の防止等の
ための対策の強化・フォローアップ

金融サービスの利用者保護の仕組
みが確保され、適切に運用されて
いること

・金融機関の各種セキュリティ対策等の実施率
（前年度実績より向上・22年度末）

・金融サービス利用者相談室における相談等の受
付状況＜内容・件数＞
・各業界団体における苦情・相談の受付状況＜内
容・件数＞
・金融庁・財務局・都道府県に寄せられた貸金業
者に係る苦情等（苦情、相談・照会）の受付状況
＜内容・件数＞
・財務局等及び地方自治体における多重債務相談
の状況
・ＰＩＯ－ＮＥＴにおける苦情・相談の受付状況
＜内容・件数＞
・指定紛争解決機関の指定状況
・振り込め詐欺救済法に基づく被害者への分配状
況＜件数・金額＞
・偽造キャッシュカード等による被害発生等の状
況＜件数・金額＞
・無担保無保証借入の残高がある者の借入件数毎
登録状況

(２) 利用者保護のための情報提
供・相談等の枠組みの充実
〔Ｐ２１〕

①
②
③
④

金融経済教育の充実
当局における相談体制の整備・充実
金融行政に関する広報の充実
多重債務者のための相談体制等の整備

利用者が各種金融サービスの特性
や利用者保護の仕組みについて理
解していること

・国民の金融知識の状況（前回調査時より向上・
22年度調査実施時点）　※金融広報中央委員会
「家計の金融行動に関する世論調査」

・シンポジウムの開催実績
・パンフレットの配布実績
・金融サービス利用者相談室における相談等の受
付状況＜内容・件数＞
・金融庁ウェブサイトへのアクセス件数
・金融庁ウェブサイトへの新着情報メール配信
サービス登録件数
・財務局等及び地方自治体における多重債務相談
の状況

基本政策 施策目標 施策 平成２２年度主な事務事業



達成目標 測定指標(目標値・達成時期） 参考指標基本政策 施策目標 施策 平成２２年度主な事務事業

(３) 金融機関等の法令等遵守態勢
の確立〔Ｐ２３〕

① 金融機関等の法令等遵守に対する厳正な対応 金融機関等の法令等遵守態勢が確
立されることにより、利用者保護
が図られること

― ・金融サービス利用者相談室における相談等の受
付状況＜内容・件数＞
・ＰＩＯ－ＮＥＴにおける苦情・相談の受付状況
＜内容・件数＞
・行政処分の実施状況＜内容・件数＞
・金融業界との意見交換会の開催実績
・規制の新設・強化に係る政令・内閣府令や監督
指針等の公布・公表後、施行までの日数(金融機関
等における対応準備のための期間）

(４) 金融関連の犯罪に対する厳正
かつ適正な対応〔Ｐ２５〕

①

②
③

不正口座利用に関する金融機関等への情報提供
振り込め詐欺への的確な対応（再掲）
偽造キャッシュカード等による被害の防止等の
ための対策の強化・フォローアップ（再掲）

金融機関の預貯金口座に関連する
犯罪を未然に防止するとともに、
その被害者の保護を図ること

・金融機関の各種セキュリティ対策等の実施率
（前年度実績より向上・22年度末）

・口座不正利用に伴う口座の利用停止・強制解約
等件数　※全国銀行協会公表資料
・金融機関への口座不正利用に係る情報提供件数
・振り込め詐欺救済法に基づく被害者への分配状
況＜件数・金額＞※預金保険機構公表資料
・振り込め詐欺被害発生状況・被害額＜件数・金
額＞※警察庁公表資料
・偽造キャッシュカード等による被害発生等の状
況＜件数・金額＞

２ 公正、透明な市場を確
立し維持すること

(１) 取引の公正を確保し、投資者
の信頼を保持するための市場
監視
〔Ｐ２７〕

①

②
③

④

⑤

⑥

金融・資本市場に関する包括的かつ機動的な市
場監視
市場規律の強化に向けた取組み
金融商品取引業者に対する効率的かつ効果的な
検査の実施
不公正取引に対する迅速・効率的な課徴金調査
の実施
ディスクロージャー違反に対する迅速・効率的
な開示検査の実施
犯則事件に対する厳正な調査の実施

市場監視を適正に行うことによ
り、市場の公正性・透明性を確保
し、投資者の保護を図ること

― ・情報受付状況＜内容・件数＞
・取引審査実施状況＜内容・件数＞
・証券検査実施状況＜内容・件数＞
・証券検査に係る勧告の実施状況＜内容・件数＞
・課徴金調査に係る勧告の実施状況＜内容・件数
＞
・開示検査に係る勧告の実施状況＜内容・件数＞
・課徴金納付命令の実施状況＜内容・件数＞
・犯則事件の告発の実施状況＜内容・件数＞
・建議の実施状況＜内容・件数＞
・市場参加者等に対する講演会、意見交換会等の
実施状況＜内容・件数＞
・各種広報媒体への寄稿＜内容・件数＞

(２) 市場の公正性・透明性の確保
に向けた市場関係者の自主的
な取組みの促進〔Ｐ３１〕

①
②

自主規制機関との適切な連携等
取引所における上場企業等のコーポレート・ガ
バナンス強化への取組み

市場関係者の自主的な取組みが強
化されることにより、市場の公正
性・透明性が確保されること

― ・金融サービス利用者相談室や業界団体等におけ
る相談等の受付状況＜内容・件数＞
・関係者との意見交換会の開催実績

(３) 市場の透明性確保に向けた会
計制度等の整備・定着
〔Ｐ３２〕

①

②

国際的に高品質な会計基準の設定・適用に向け
た取組みの推進
上場企業等のコーポレート・ガバナンスの充
実・強化に向けた取組み

金融・資本取引や企業活動の国際
化等の状況を踏まえた会計制度の
整備等を図ることにより、我が国
市場の公正性・透明性の確保の向
上に資すること

・企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）による会計基
準設定状況＜ＡＳＢＪプロジェクト計画表の進捗
度＞（目標値・達成時期は、同計画表に掲げた取
組み内容を参照する。）

・国際的な会計基準設定に係る国際会議等の開
催・参加実績等

(４) 金融商品取引法に基づくディ
スクロージャーの充実
〔Ｐ３４〕

① 金融商品取引法上のディスクロージャー制度の
円滑な施行・ＥＤＩＮＥＴの整備

投資者に対し投資判断に必要な情
報が適切に提供されること

― ・電子開示システム（ＥＤＩＮＥＴ）の稼動率
・ＥＤＩＮＥＴサイトへのアクセス件数
・有価証券報告書及び臨時報告書の提出件数
・大量保有報告書の提出件数

(５) 公認会計士監査の充実・強化
〔Ｐ３６〕

①
②
③

④
⑤

監査基準等の整備に係る対応
公認会計士・監査法人等に対する適切な監督等
品質管理レビューの的確な審査及び監査法人等
に対する的確な検査等
諸外国の監査監督機関との協力・連携
公認会計士試験の実施の改善

厳正な会計監査の確保を図ること ― ・日本公認会計士協会が行う監査法人等の監査業
務の運営状況の調査（品質管理レビュー）に係る
審査の実施状況＜件数＞
・監査法人等に対する立入検査の実施状況＜件数
＞
・公認会計士等に対する行政処分の実施状況＜内
容・件数＞
・監査法人等に対する検査に係る勧告の実施状況
＜内容・件数＞
・公認会計士・監査審査会ホームページへのアク
セス件数
・海外監査監督機関との意見交換の実績
・公認会計士試験の受験者数
・講演会等の実施回数



達成目標 測定指標(目標値・達成時期） 参考指標基本政策 施策目標 施策 平成２２年度主な事務事業

Ⅲ 円滑な金融等 １ 活力のある市場を構築
すること

(１) 多様な資金運用・調達機会の
提供に向けた制度の整備・定
着〔Ｐ３９〕

①
②

国際会計基準の任意適用の円滑な実施等
金融商品・サービスの販売チャネルのあり方の
検討等

多様で良質な金融商品・サービス
が提供されること

― ・企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）による会計基
準設定状況
・国際的な会計基準設定に係る国際会議等の開
催・参加実績
・金融サービス利用者相談室や業界団体等におけ
る相談等の受付状況＜内容・件数＞
・預金取扱金融機関、保険会社、第一種金融商品
取引業者（うち有価証券関連業を行う者）の店舗
数
・銀行代理業等の許可件数
・金融商品仲介業の登録件数
・信託業の免許・登録件数
・銀行における投資信託の窓販の販売額

(２) 決済システム等の整備・定着
〔Ｐ４１〕

①

②

③

店頭デリバティブ取引の決済の安定性・透明性
の向上に向けた取組み
国債取引・貸株取引等の証券決済・清算態勢の
強化に向けた取組み
情報セキュリティ・リスクマネジメント能力、
コストパフォーマンス向上の促進等

安全かつ効率的で利便性の高い決
済システム等を構築すること

― ・店頭デリバティブ取引の決済の安定性・透明性
の向上に向けた制度の整備状況
・国債取引、貸株取引等の証券決済・清算態勢の
強化に向けた取組み状況
・金融機関の情報セキュリティ対策の実施状況

(３) 専門性の高い人材の育成等
〔Ｐ４３〕

①
②
③

高度かつ実践的な金融教育の充実
公認会計士試験の実施の改善（再掲）
金融専門人材の育成

金融面に通じた専門性の高い人材
を育成すること

― ・主な事務事業の推進等状況
・公認会計士試験の受験者数
・講演会等の実施回数

(４) 個人投資家の参加拡大
〔Ｐ４４〕

①
②

③

④

安心して投資できる環境の整備
個人投資家の裾野拡大のための税制面の環境整
備
金融分野における裁判外紛争解決制度（金融Ａ
ＤＲ）の円滑な施行（再掲）
金融経済教育の充実（再掲）

個人投資家に対して、金融・資本
市場への適切な投資機会を提供す
ること

・個人金融資産に占める株式・投資信託の割合
（前年度より増加・22年度末）
・個人の株式売買比率及び株式保有比率（前年度
より増加・22年度末）
・個人株主数の推移（前年度より増加・22年度
末）
・特定口座数の推移（前年度より増加・22年度
末）
・国民の金融知識の状況（前回調査時より向上・
22年度調査実施時点）　※金融広報中央委員会
「家計の金融行動に関する世論調査」

・指定紛争解決機関の指定状況
・シンポジウムの開催実績
・パンフレットの配布実績

２ 金融サービス業の創意
工夫・活力・競争を促
し、広く金融サービス
の利用者利便の向上を
図ること

(１) 金融サービス業の活力と競争
の促進に向けた制度の整備・
定着
〔Ｐ４６〕

① 資金決済法の適切かつ円滑な施行 内外の利用者のニーズに的確に応
え、金融サービス業の活力と競争
を促すこと

― ・資金移動業者の登録件数
・自家型前払式支払手段発行者の届出件数
・第三者型前払式支払手段発行者の登録件数

(２) 中小企業金融をはじめとした
企業金融等の円滑化及び地域
密着型金融の推進〔Ｐ４７〕

①

②
③

中小企業金融円滑化法の適切な運用等、中小企
業金融をはじめとした企業金融等の円滑化
地域密着型金融の推進
金融機能強化法の適切な運用（再掲）

①中小企業金融をはじめとした企
業金融等の円滑化が図られること
②地域密着型金融の推進が図られ
ること

①中小企業金融をはじめとした企業金融等の円滑
化
・貸出態度判断Ｄ．Ｉ．（前年同期に比べプラス
判断・23年３月）
※日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（日銀
短観）
②地域密着型金融の推進
・中小・地域金融機関の地域密着型金融に関する
取組み評価（肯定的評価の割合が前年度に比べ上
昇・22年度末）
※金融機関に対する利用者等の評価に関するアン
ケート調査

・中小企業及び住宅ローンの借り手等に対する貸
付条件の変更等の状況
・金融サービス利用者相談室における貸し渋り・
貸し剥がしに関する情報、金融円滑化ホットライ
ンにおける情報等の受付状況＜内容・件数＞
・法人向け規模別貸出残高
・個人向け住宅ローン貸出残高
・社債・ＣＰ発行残高
・業況判断Ｄ．Ｉ．等（日銀短観）
・不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資
の実績（金額）
・金融円滑化に関する検査実施件数
・金融検査指摘事例集の公表実績
・金融検査マニュアル別冊〔中小企業融資編〕の
中小企業向け説明会の開催実績
・中小・地域金融機関における地域密着型金融の
取組み内容
※　施策Ⅰ－１－(１)における各指標について、
必要に応じて参照する。



達成目標 測定指標(目標値・達成時期） 参考指標基本政策 施策目標 施策 平成２２年度主な事務事業

３ 金融の円滑を図るため
のより良い規制環境
（ベター・レギュレー
ション）を実現するこ
と

(１) 金融行政の透明性・予測可能
性の向上〔Ｐ５０〕

①
②
③

④
⑤
⑥
⑦
⑧

検査・監督上の着眼点、重点項目の明確化
行政処分についての透明性の向上
検査結果の金融機関へのフィードバック体制の
充実
ノーアクションレター制度等の適切な運用
金融機関等との対話の充実
法令外国語訳の推進
金融行政に関する広報の充実（再掲）
金融庁法令等遵守調査室の積極的活用

明確なルールに基づく透明かつ公
正な金融行政を徹底すること

・ ベター・レギュレーションの進捗状況調査に係
るアンケート結果（前回調査結果より向上・22年
度調査時点）
・ 法令外国語訳の公表数（前年度より増加、22年
度末）

・金融業界との意見交換会の開催実績
・実施した行政処分の公表実績＜内容・件数＞
・金融検査指摘事例集の公表実績
・監督指針等の改正実績及び検査マニュアル等の
改定実績
・ノーアクションレター、一般法令照会の受理件
数及び回答件数
・金融庁ウェブサイトへのアクセス件数
・金融庁ウェブサイトへの新着情報メール配信
サービス登録件数
・和英両文による報道発表等件数
・法令等遵守調査室に寄せられた情報件数（うち
受付対象件数及び受付対象外の件数）、調査着手
件数

業務支援基盤整備に係る施策（平成２０～２３年度）

達成目標 測定指標 参考指標

１ 人的資源 (１) 専門性の高い職員の育
成・強化

① 職員の育成・強化のための諸
施策の実施〔Ｐ５３〕

① 高度な専門知識を有する職員の確保・育成 職員の資質の向上を図ること ・研修生による研修内容に関する評価結果（５段
階評価で平均３以上・22年度末）

・民間専門家の在職者数

２ 情報 (１) 行政事務の効率化のた
めの情報化

① 行政事務の電子化等による利
便性の高い効率的な金融行政
の推進〔Ｐ５４〕

①
②

業務・システムの最適化の実施
情報システム調達の適正化

①可能な限り早期に最適化を実施
し、業務の効率化を図ること
②情報システム調達の適正化を図
ること

①業務・システム最適化
・経費削減額
・業務処理時間の短縮
（各測定指標の目標値及び達成時期は、「最適化
効果指標」（平成18年6月27日、平成20年8月7日及
び平成21年４月15日金融庁行政情報化推進委員会
決定）を参照する。）
②情報システム調達の適正化
・情報システム調達会議の実施内容
(競争性のある契約方式による機器の調達を除く)
の情報システム調達会議付議状況（100％、22年度
末）

②情報システム調達の適正化
・随意契約比率（企画競争・公募による契約また
は少額の契約を除く件数ベース）

(２) 金融行政の専門性向上
のための情報収集・分
析

① 専門性の高い調査研究分析の
実施〔Ｐ５６〕

① 金融環境の変化に応じた調査研究分析等の実施 的確な調査研究分析を通じて金融
行政の専門性・先見性向上に資す
ること

― ・調査研究分析成果（研究論文・レポート等の本
数・分野）の作成・活用実績
・コンファレンス、研究会・勉強会等の開催実績

分野 課題 施策 平成２２年度主な事務事業


